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第1章 序論
日本では，子どもたちの確かな学力の定着にむけた総合的な施策の一環として，初等中
等教育の情報化が重要な課題となっており，普通教室へのパソコンの設置やネットワークな
どのインフラ環境の整備が積極的に進んでいる [1]．呼応する教育方法として，教科指導へ
の ICT活用が提言されており，教科における基礎的な学習での内容に関する知識定着にむ
けて，ドリルソフトなどを活用して反復的に取り組ませることの重要性が示されている [2]．
上記ソフトの中で，WBT（Web-based Training）形式の eラーニングは，在宅での学習も
含めた学習管理といった観点で，反復的な学習支援のツールとして有効と考えられる．しか
し，初等中等教育機関が独自に eラーニングシステムを導入することは，システムの運用・
保守に関する技術的・費用的な観点で難しい．さらに初等中等教育に利活用可能な質の良い
コンテンツや，各学校の授業レベルに合わせた独自のコンテンツの整備に関わる負担の観点
でも問題が残る．千歳科学技術大学では，上記の問題を意識しながら，eラーニングの取り
組みを 1999年から試行し，北海道内の小中高と連携した取組を拡げてきた [3]．2014年 4月
段階で，北海道内 50の高校及び千歳市・夕張市・栗山町・遠別町の教育委員会を介した小・
中学校と連携して eラーニングのサービスを提供している [4]．本研究では，千歳科学技術
大学の取組事例をベースに，システム及びコンテンツ双方の観点から，地域連携型の初等中
等教育での eラーニングの運用方策に関する一提言を試みる．
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日本の 1,200の高等教育機関を対象とした調査では，eラーニングの実施率が年々増加し
ていることがわかる [5]．しかし，初等中等教育機関においては，eラーニングの導入や活用
に関する一般的な認知が十分とはいえず，公的機関の支援や助成が行われた試行的な事例を
含めても少数しか知られていない [6, 7]．
一方，アメリカ合衆国では，学生数 15,000名以上の教育機関の 96%が何らかの形で eラー
ニングを導入しており，初等中等教育においても盛んに活用されている．具体的な eラーニ
ングの活用方法として，多くの州では，既存の初等中等教育機関の補完機能としてバーチャ
ルスクールの運営に取り組んでいる [8]．
また，韓国では，eラーニングに関する主要な国家政策として，2002年に高等教育機関の
eラーニングを促進する包括的計画（eキャンパスビジョン 2007）が作られ，大学 eラーニ
ング支援センター（UESC: University e-Learning Support Center）の設立が決定し，10地
域に設立された．UESCでは、コンテンツ開発や e-ラーニングのスペシャリストの育成等の
側面から，大学等の eラーニングの導入や普及の支援を行っている．初等中等教育において
も同様に国家的な施策として支援が図られ，多くの教育機関で利用されている [9]．その上
で，ICT機器の導入や ICT実践的能力に与える要因の調査研究が既に行われている [10]．
日本においても，単一の学校を対象とした導入研究や教員単位での利用研究の報告事例
[11, 12, 13]はいくつかあるが，これらの事例は複数の教育機関での eラーニングの導入に
むけた課題の検討や考察に至っておらず，その上での運用方法の提案も行われていない．
これに対し本研究では，北海道全域で行われた地域連携型の e ラーニングの取り組みを実
証の評価対象として，初等中等教育機関に eラーニングを導入し運用する際の課題の整理を
行う．さらに，これらの課題を解決するための特徴的な事項を抽出した上で，初等中等教育
機関での利活用を想定した eラーニングの運用にむけた一方策の提言を試みる．
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千歳科学技術大学では，内部開発の eラーニングシステム（以下，CIST-Solomonと記載
する）を活用して，知識定着にむけた初等中等教育向けのサービス実験を 1999年度から継
続的に行っている．初等中等教育の eラーニングコンテンツ整備については，現場の教員に
原稿案を作成してもらい，大学がコンテンツ化を図ることとしている．特に高校との連携に
ついては，大学と高校間での高大連携事業を通じて対応している．また，小・中学校につい
ては，窓口となる自治体の教育委員会と ICT活用教育に関する教育連携締結を行う形で地
域連携事業として進めている．本章では，CIST-Solomonの特徴，CIST-Solomonが保有す
る eラーニングコンテンツと開発体制，及び地域連携の取り組みについて述べる．
3.1 システム
3.1.1 CIST-Solomon
CIST-SolomonはWebアプリケーションとして動作する eラーニングシステムであり，一
般的な LMS（Learning Management System）とCMS（Course Management System）の
機能を有している [14]．また，教育機関ごとの管理機能を備えており，同一システム上で複
数の教育機関が独自のユーザ管理を行うことができるASP型のシステムである．これによ
り，システムを利用する教育機関が専用のハードウェア，ソフトウェアを準備する必要がな
い．さらに，コンテンツ共有機能を備えており，システムを利用する教育機関は，同じコン
テンツを共有して利用することができる．
初等中等教育機関の利用では，教育機関ごとに千歳科学技術大学のシステム管理者から学
校管理権限ユーザの発行と利用マニュアルの提供（無償）をうけた上で，現場の教員が生徒
や他の教員が用いるユーザを自由に作成することが可能になる．学校管理者権限ユーザによ
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るユーザ作成方法は 2種類ある．1つ目は一般的なWebフォームから 1ユーザごとに作成
する方法である．2つ目は，Excelファイルをシステム上でアップロードしユーザを作成す
る方法である．
ユーザを作成する際に必須となる項目は，ユーザ ID，初期パスワード，メールアドレス，
権限である．2つ目の方法では，Excelファイルの複数行にわたりユーザごとの必須項目を
入力することで，複数ユーザの一括作成が可能である．さらに，アップロードするファイル
の形式を明確にするため，一括作成用のテンプレートファイルを用意しており，システム上
からダウンロードして利用することができる．
また，教育機関ごとではなく個人単位の利用の場合は，利用者が専用の登録フォームから
自由にユーザを登録し利用することも可能である．なお，システムは千歳科学技術大学が保
有する IAサーバ上で稼働しており，システムの運用・保守は千歳科学技術大学の技術職員
5名（専任職員 1名，非常勤職員 4名）により行われている．この運用・保守にかかる費用
は，大学の地域連携に関わる補助事業などを活用して予算化されている．
3.2 コンテンツ
3.2.1 コンテンツ
CIST-Solomonでは，高等教育での利用を目的としたコンテンツの他，初等中等教育での
理数系を中心としたコンテンツを体系的に整備している．これらのコンテンツは，授業内容
に沿った図表や文字のアニメーションを含む教科書コンテンツ（図 3.1に例示）と，習得知
識を確認するための演習コンテンツ（図 3.2に例示）で構成されている．2014年度現在，数
学，物理，化学，英語を中心に総計 30,000を超えるコンテンツを整備している．このうち，
初等中等教育に関連する分野のコンテンツ数を表 3.1に示す．なお，表 3.1のコンテンツ数
は図 3.1，3.2に示した単位のものをそれぞれ 1コンテンツとしてカウントしたものである．
特に初等中等教育向けのコンテンツは，小・中学校および高校で用いる教科書に準拠した
内容とし，作成に関わった初等中等教育機関のそれぞれの教員が授業の補助教材としての利
用や，生徒の授業の復習用に利用することを想定している．なお，他の教育機関でも利用可
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表 3.1: 初等中等教育に関連する分野ごとコンテンツ数
分野 教科または学年 単元数 教科書コンテンツ数 演習コンテンツ数
標準数学
中学 1年 37 105 382
中学 2年 33 105 308
中学 3年 33 106 302
高校 1年 35 180 661
高校 2年 56 414 786
高校 3年 29 128 377
標準化学
化学 I 32 82 151
化学 II 7 94 97
標準物理
力学 I 20 91 211
力学 II 7 31 54
熱力学 4 15 30
波動 11 56 75
電気 8 55 54
磁気 9 41 59
標準生物 生物 I 24 206 368
算数
小学 3年 19 0 173
小学 4年 7 53 99
小学 5年 10 84 150
小学 6年 5 37 70
理科
小学 3年 23 43 135
小学 4年 28 56 122
小学 5年 29 42 148
小学 6年 32 39 96
中学 1年 14 62 152
中学 2年 11 60 126
中学 3年 9 54 105
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図 3.1: 教科書コンテンツ実装例
能なように，学習指導要領を意識して極力標準的な内容となるように心がけて作成されて
いる．
コンテンツは旧学習指導要領（2002年度改訂）に沿った単元ごとのツリー構造を用いて，
システム上でも体系が分かるように配置している．図 3.3にコンテンツツリー構造の一部を
示す．コンテンツツリー構造を構成する単元名は，実際に小・中学校および高校で用いられ
る教科書の章・節・項の名称をそれぞれ利用している．さらに，コンテンツツリー構造を構
成する単元は，教科書に含まれる全ての章・節・項を網羅するように作成されている．これ
により，生徒や教員はあえて検索を行わなくても，多くのコンテンツの中から目的のコンテ
ンツを探し出せることをねらっている．なお，表 3.1，図 3.3に共通して分野名に標準と付
いているものは，コンテンツ整備当初，学習指導要領に沿って作成するコンテンツを標準と
し，それ以外の基礎や応用コンテンツを開発する際に区別することを目的とした名残であ
る．また，表 3.1における単元数は，図 3.3に示した「整式の性質」や「展開公式」と同じ
階層，教科書では項にあたる単元の合計数を表している．
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図 3.2: 演習コンテンツ実装例
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図 3.3: コンテンツツリーの一部
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また，コンテンツの提示方法は，コンテンツツリー構造を参照するほか，CMSのコース
により提示する方法がある．CIST-Solomonにおけるコースは，それぞれ期限が区切られさ
らに順序づけられた授業によって構成される．それぞれの授業には，教員がCIST-Solomon
によって公開されている任意のコンテンツを登録することができる．コースは，一般的な
CMSと同様の方法で作成でき，手順は下記のようになっている．まず，作成したいコース
名，コースの利用可能期間，コース利用者を指定しコースを作成する．次に授業名，授業の
利用可能期間，授業内容（コンテンツ）を指定し，授業をコース中に作成する．授業回数に
ついては特に制限はない．このコース機能を利用することで，教員は学習者に対し，独自の
体系に沿ったコンテンツの提示方法が可能となる．
3.2.2 コンテンツ開発体制
コンテンツの開発は，千歳科学技術大学と北海道内の初等中等教育機関との連携のもとで
行っている．具体的には，コンテンツの内容は初等中等教育機関の教員に原稿を起案，提供
してもらい，それらの内容に従って，千歳科学技術大学が eラーニングコンテンツ化（コン
テンツ開発作業）している．
原稿は共通化されたフォーマット（図 3.4に例示）に従い，手書きの紙媒体原稿または，
ワープロソフト等で作成されたデジタルデータ原稿として提供してもらう．共通化された
フォーマットでは，教科，学年，単元名，ねらい・意図，コンテンツ内容，要望事項を記入
することができる．また，コンテンツの内容を記述するスペースについては，eラーニング
コンテンツ化された際に表示できる範囲と大きさを合わせており，1つ 1つのコンテンツに
過剰に情報が含まれないようにしている．
原稿の提供を受けた千歳科学技術大学は，大学内で組織された学生プロジェクト [15]を用
いて eラーニングコンテンツ化を行う．コンテンツ開発作業の最終段階では，原稿を作成し
た教員を交えて，コンテンツの監修作業を行う．開発されたコンテンツは，授業での利用を
通じて教員の評価に基づく改訂が行われることもある．標準数学に分類されるコンテンツの
改訂状況を表 3.2に示す．なお，コンテンツ開発作業は，コンテンツを他の教育機関へ共有
し利用することも可能とするため，コンテンツを広く公開すること，著作権を大学で管理す
9
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図 3.4: 共通化された原稿フォーマット（教科書）
表 3.2: 標準数学におけるコンテンツの改訂数の推移
年度
教科書 演習
新規 修正 新規 修正
2008 6 157 0 115
2009 25 10 0 146
2010 0 0 27 2
2011 0 0 0 7
2012 0 2 0 204
2013 60 174 100 41
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ることへの承諾を原稿作成者とコンテンツ開発作業従事者から得て行っている．さらに，著
作権違反の無いように原稿及びコンテンツの作成を行うようにも周知徹底している．
3.3 地域連携事業
千歳科学技術大学では，大学と高等学校との教育・研究に関する相互理解の促進に取り組
むことを目的とした高大連携協定を進めている．高大連携協定では，CIST-Solomonを利用
した新しい教育システムの確立も目的の一つとし．CIST-Solomonを利用する北海道内の高
等学校は，この高大連携協定の枠組みの中でシステムを利用できることとしている．平成 26
年度現在，千歳科学技術大学と高大連携協定を締結する高等学校は 50校となっており，発
行されたユーザ数は教員を含め，のべ 25,000ユーザにのぼる．
高大連携協定では，教員および生徒向けのシステム利用講習会を高校側の要望に応じて実
施することとしている．また，大学が主導して全ての高大連携校が集まる高大連携研究会を
年 2回（5月，11月）開催する．5月に開催される 1回目の高大連携研究会では，各高校が
前年度の利用状況の報告と，現年度の利用計画書の提出を行う．11月に開催される 2回目
の高大連携研究会では，各高校が中間報告書の提出と利用事例の紹介を行う．これらの研究
会では，随時大学側からのシステムの新機能の紹介や，高校側からの機能やコンテンツへの
要望や提案なども行われる．
小・中学校との連携は，各自治体（平成 26年段階で 4市町村）と大学が連絡協議会を作
り，情報の共有を図りながら進めている．毎年 2回から 3回の会議を開き，毎年の ICT活
用の目標の設定と成果発表を行いながら，教育内容（コンテンツ）の整備と教育方法の検証
を行っている．
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4.1 初等中等教育での利用を意識した機能拡張
4.1.1 教材印刷機能
プリント学習の代替として利用出来るように，CIST-Solomon上の演習や教科書を節（単
元）単位で一括印刷できる機能と開発した．これにより，教師は自宅にインターネット環境
がない生徒に対してプリント学習を促し，答え合わせを学校のパソコンを利用して実施でき
るようになった．教材印刷機能によって出力されるファイルの例を図 4.1，4.2に示す．
4.1.2 学習レポート印刷機能
学習者 1人 1人の学習履歴を紙ベースの学習レポートの形で印刷・配布できるようにした．
学習レポートは，取り組む意欲を向上させる工夫を施している．その例として，1人 1人の
学習内容だけではなく，コース（授業）に参加する他の学習者との学習状況の違いを視覚的
に表示する項目，学習の取り組みの総評をコメントで提示する項目等がある．図 4.3に学習
レポートの例を示す．
4.1.3 学校毎の利用状況管理機能
学校毎に時間帯，週，月単位で利用状況を把握する機能を開発した．これにより，学校毎
に授業や休み期間中での利用傾向の把握が可能となった．学校毎の利用状況管理機能のイ
メージを図 4.4-4.6に示す．
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算数 > 4年生(上) > 小数小数 ＞はしたの大きさの表し方
No.1
No.2
Copyright © 千 歳 科 学 技 術 大 学 - 2008/10/8
コンテンツ印刷 http://solomon.chitose.ac.jp/wbtadmin/print/swf.do?categoryId=4524
1 / 2 2008/11/08 22:06
図 4.1: 教材印刷機能によって出力されるファイルの例（教科書）
13
第 4 章 初等中等教育における eラーニング活用方法
算数 > 4年生(上) > 小数 ＞はしたの大きさの表し方
No.1 No.2
No.3 No.4
Copyright © 千 歳 科 学 技 術 大 学 - 2008/10/15
コンテンツ印刷 http://solomon.chitose.ac.jp/wbtadmin/print/swf.do?categoryId=4524
1 / 3 2008/11/15 17:10
図 4.2: 教材印刷機能によって出力されるファイルの例（演習）
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図 4.3: 学習レポートの例
図 4.4: 学校毎の利用状況管理機能（時間帯別）
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図 4.5: 学校毎の利用状況管理機能（曜日別）
図 4.6: 学校毎の利用状況管理機能（月別）
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4.1.4 eラーニング教材の素材化
CIST-Solomonの用途を学校教育と家庭学習の区分で考えると，WBTシステムの特性か
らおおむね家庭学習向けのツールといえる．このため，本取り組みで想定した学校教育と家
庭学習の接続を考えると，学校教育（特に普通教室での授業）で利用するための eラーニン
グ教材のカスタマイズ（素材化）が必要である．そこで，普通教室で電子黒板を利用する素
材として，eラーニング教材の中に含まれるアニメーション素材を切り出すこととした．図
4.7に eラーニング教材と素材の関係の概念図を示す．
図 4.7: eラーニング教材と素材の関係の概念図
4.1.5 学習支援メール自動生成機能
本機能は，コース機能を基盤とし，教員の負担を軽減するために学習支援メールをシステ
ムが自動的に生成，送信する機能である．学習支援メールは 3つの文章ブロックから構成さ
れる．1つ目と 3つ目の文章ブロックは，教員が事前に内容を編集することができる．2つ
目の文章ブロックは，学習支援メールの種類によって自動的に作成される．学習支援メール
の種類は開始通知メール，警告メール，終了通知メール，進捗通知メールの 4種類から構成
17
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される．
開始通知メール
課題の開始を知らせるメールである．メールの内容は，課題名，課題期間，教科書名，演
習問題名，演習問題の難易度である．
警告メール
課題終了 x日前に，取り組みが不十分な学習者に対して課題の取り組みを促すメールであ
る．xは教員が自由に指定することができる．メールの内容は，課題名，課題期間，課題終
了日までの日数，個人の取り組み状況，全体の取り組み状況である．
終了通知メール
課題の終了と取り組みの評価について知らせるメールである．メールの内容は，課題名，
課題期間，総取り組み時間，平均正解率，平均ヒント率，進捗率，コメントである．コメン
トは，学習者の取り組み状況を点数化した値と取り組み時間との 2つの指標でグルーピング
を行い，取り組み傾向から内容を決定する．取り組み状況の点数化の詳細を表 4.1に示す．
グルーピングとコメントの詳細を表 4.2に示す．
表 4.1: 取り組み状況の点数化の詳細
演習 1問の取り組み状況 点数
不正解せず，ヒントを見ずに正解 3
不正解後，ヒントを見ずに正解 2
ヒントを見て正解 1
正解していない 0
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表 4.2: グルーピングとコメントの詳細
グループ概要 コメント
A 取り組み時間が長く点数が高い 真面目に取り組んでいる可能性が高いので
この傾向を維持させる
B 取り組み時間が短いが点数が高い 正確に取り組めているので復習をすすめる
C 取り組み時間が長いが点数が低い 問題を正確に解けるよう促す（要支援）
D 取り組み時間が短く点数が低い じっくり時間をかけて取り組むよう促す（直
接指導が必要）
進捗通知メール
コース中の一つ一つの課題が，長期間に渡る場合に利用するメールである．前述のメール
では長期間に渡る課題の場合，警告メールを 1度しか送信することができず，定期的にメー
ル支援を行うことができない．そこで，1週間毎に自動でメールを送信する機能をオプショ
ンとして追加した．メールの内容は，課題名，課題終了日までの日数，個人の取り組み状況，
全体の取り組み状況，コメントである．コメントは終了通知メールと同様の仕組みを利用し
て自動的に生成する．
4.2 小・中学校における活用方法
4.2.1 三位一体の活用モデル（行政，家庭，学校）
小・中学校における義務教育については，千歳市内をフィールドに学校・家庭・地域の関
係の中での効果的な eラーニングの活用方法に関する検討を行なってきた．義務教育におい
て，学校経由で家庭での eラーニングの利用を促すことは，家庭のインターネット環境普及
の問題上難しい．また，学校のパソコン教室を開放して自習として利用を促すことも，校務
の負担という観点から現実的ではない．さらに，児童・生徒の学習活動の主体となる場は主
に学校と家庭であるが，家庭まで踏み込み新しい学習支援を行うことは．校務負担の軽減と
いう同様の理由から現状では困難である．そこで本取り組みでは，学校教育と家庭学習の接
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続に行政を介在させる「三位一体教育モデル」を提案する．三位一体教育モデルの概念図を
図 4.8に示す．
図 4.8: 三位一体教育モデル概念図
三位一体教育モデルでは，第 1に学校教育で電子黒板を活用した授業を行い学習への興味
関心付けを行う．第 2に家庭教育で eラーニングを活用した反復的な学習を行うことで学習
習慣の定着を図る．このとき，学校教育（電子黒板上で活用する）教材と家庭教育（eラー
ニング上の）教材に関連性を持たせ，学校と家庭の接続を促す．第 3に行政または地域が学
校と家庭を接続するサービスを提供する．具体的には，eラーニングの学習履歴などを 2.1.2
項であげた学習レポート印刷機能を利用し学校を通じて保護者へ提供する．また，新たな教
育サービス導入時の教員の負担軽減という観点から eラーニングのアカウント管理やサポー
ト窓口としての機能も担う．
4.2.2 利用実践
本研究では，三位一体教育モデルを機能させるため，千歳市の教育委員会が窓口となる行
政サービス（eカレッジ）を立ち上げた．eカレッジを通じて市内在住の小中学生（希望者）
は誰でも eラーニングでの学習支援サービスを受けられるようにした．小・中学校のホーム
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ルームを通じて保護者向けに案内をだし，保護者の同意のもとで参加を募った．この際，保
護者のメールアドレスを登録してもらっている．これは，サービス開始後の学習進捗などの
報告を保護者向けに行うためである．なお学習の進捗報告は，すべて教育委員会が管轄して
いる．3年間の試行段階を経た現在の運用サービスは以下の通りである．
1. 夏休み前から春休みまでの実施期間に学年毎のコース（授業）を設け，希望のコース
を選択してもらう．
2. サービス開始前に生徒と保護者に集まってもらい eラーニングの利用方法についてガ
イダンスを行う．
3. サービスの利用期間中，各自家庭で学習してもらい，定期的にメールで保護者向けに
進捗を送る．また，教育委員会から学校経由で，学習レポートを生徒に配布する．
4. 実施期間終了時に教育委員会から優秀者に対して表彰を行うイベントを実施する．
このように，eカレッジでは保護者向けには教育委員会経由で学習情報を送り，学習者に
は学校（教員）経由で学習指導を図る仕組みとなっている．具体的な学習指導としては配布
する学習レポートを通じて学習習慣の改善等を目指した面談を行った．
4.2.3 評価
小・中学校での eラーニング活用教育モデルとして定義した三位一体モデルが学習の継続
性に及ぼす効果について定量的な評価を行った．評価対象は研究協力校の生徒と eカレッジ
受講者である．eラーニング活用教育の実施形式と対象人数を表 4.3に示す．図 4.9に平均
取り組み日数と時間（分）を示す．
図 4.9のデータを t検定によって有意差があるか調査した．取り組み日数はP (T <= t)両側
0:003 < 0:05なので有意差があると判断できる．また，学校での取り組み時間は P (T <= t)
両側 0:238 > 0:05で有意差はなかった．さらに家庭での取り組み時間は P (T <= t)両側
0:005 < 0:05となり有意差が認められた．
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表 4.3: 実施形式と対象人数
人数 電子黒板を利用した授業 家庭での eラーニングの利用 行政サービス
A 282 行う 任意 受けない
B 91 行う 任意 受ける
図 4.9: 平均取り組み日数・時間
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これらの結果に示されているとおり，行政サービスを通じて保護者が家庭で学習支援に参
加するグループAは，行政サービスを利用しないグループBに比べ学習日数が有意に増え，
家庭での学習時間も有意に増えている．学習機会の増加は学習の継続性の観点から学力向上
に強く寄与する可能性があることがわかっており [16]，学力向上という観点でも有効である
ことがわかる．また，保護者の視点では，第 3者（行政サービス）による学習レポートの提
供があることで，こどもの学習状況を把握することができ，安心感に繋がっていることが考
えられる．さらに学習レポートは，第三者が作成することで客観的な分析が行われており，
信頼性の向上も図っている．
これらの点から，初等中等教育において eラーニングを活用する上で，学校・家庭以外の
第 3者である行政が，学校や家庭と連携しつつ学習支援を行う重要性が確認され，本取り組
みで提案した学校・家庭・行政の連携による三位一体の eラーニング活用教育モデルの有効
性がある程度示唆された．しかし，行政サービスを利用した児童・生徒は希望者であるため
もともと勉学に対する意欲が高い可能性も考えられる．このことから児童・生徒の学習意欲
自体の調査も行い，継続的な検証を行う必要があると考える．また，プリント学習の代替と
して利用できるように教材印刷機能を提供した．これによって，家庭にインターネット環境
がない場合でも同様のサービスを受けることが可能となったが，今後の課題として，プリン
トで代替的に学習したものに関しても，LMS上で取り組み時間のような学習ログを同等に
扱うことが可能になるような機能や仕組みは検討する必要があると考える．
4.3 高等学校における活用方法
4.3.1 活用形態
一般に高等学校では，小中学校に比べ生徒の居住地域も広域になる．このことから，対象
となる行政も市町村から都道府県レベルに広がり地域が学校教育に関わる度合いも減少す
る傾向にある．また，生徒自体の家庭での学習のスタンスもより自律的になり，学習機会の
中での保護者との関わりも減少する傾向にある．そこで，高等学校での eラーニングの活用
は，義務教育とは異なり，地域や家庭を巻き込まず学校主体の取り組みで効果が上がると考
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えた．本研究では，こうした前提を踏まえ，eラーニングを導入している高等学校について，
基礎学力の向上，大学入試までの知識定着を目的とし，学校を主体とした学年横断型での利
用を行うモデルを提案する．
4.3.2 利用実践
利用実践例として旭川実業高等学校の取り組みをあげる．旭川実業高等学校の普通科に
は，国公立大学を第 1目標とする特別進学コース，部活生が約 7割を占める進学コースがあ
る．特別進学コースでは 7時間授業，放課後講習と自学自習を行っている．また，進学コー
スでは部活生が多く，放課後練習があり学習時間が確保できないため，家庭学習の喚起と定
期考査前の勉強会を実施している．このような中で，入学してくる生徒の基礎学力が年々下
がる傾向にある．日常の授業や講習では，学力の低い生徒への個別の指導は難しく，また生
徒の興味のない教科では積極的に授業に取り組む姿勢があまり見られない．そこで，eラー
ニングを活用することによって，アニメーション教材などで興味を持たせ，また個々の生徒
の学力に合わせた演習問題を取り組ませることが可能になると考えた．具体的な利用方法と
して，普通科の生徒にアカウントの発行を行い，使い方等の講習会を実施した後 eラーニン
グを利用している．利用している教科は主に数学・理科である．これらの授業や講習時に，
教師の補助教材や生徒の演習問題として利用している．また放課後，学校や自宅で自学自習
用として利用を促している．
4.3.3 評価
基礎学力の向上，大学入試までの知識定着を目的とした学校主体の利用モデルについて，
学力調査を行い評価した．調査対象は旭川実業高等学校普通科 2年生数学 II・B履修者で，
eラーニングを利用するクラス（A：34名）と利用しないクラス（B：32名，C：33名）を
設定した．クラス編成は，1年次の成績を基に，各クラスの成績が均等になるように行なっ
ている．eラーニングを利用するクラスには，各単元終了時にコンピュータルームで演習問
題を取り組ませた．利用時間は総時間 70に対し 10時間行った．調査期間は平成 21年 4月
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から 12月の 1・2学期である．各学期の中間考査・期末考査の計 4回の定期考査で効果の測
定を行った．また合わせて各定期考査の 1週間前の家庭学習時間について調査を行った．各
定期考査のクラス毎の平均点を図 4.10，成績不振（赤点）の生徒数を図 4.11，定期考査 1週
間前の家庭学習時間を図 4.12に示す．
図 4.10: 各定期考査のクラス毎の平均点
図 4.10のデータを t検定によって有意差があるか調査した．1学期中間考査は P (T <= t)
両側 0:01 < 0:05なので有意差があると判断できる．1学期期末考査では P (T <= t)両
側 0:05 <= 0:05 であり有意差があると判断できる．2 学期中間考査は P (T <= t) 両側
0:06 > 0:05であったが有意傾向にあると判断できる．2学期期末考査は P (T <= t)両側
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図 4.11: 成績不振（赤点）の生徒数
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図 4.12: 定期考査 1週間前の家庭学習時間
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0:004 < 0:05であり有意差が認められた．このように，すべての定期考査で eラーニングを
利用したAクラスの平均点と利用しなかったB・Cクラスの平均点に有意差がある傾向がみ
られた．また，図 4.11から成績下位層に対する効果も示唆された．さらに，図 4.12からA
クラスの生徒がB・Cクラスの生徒よりも家庭学習時間が多い傾向が見られた．これらの結
果は，高等学校の授業設計を中心とした eラーニングの取り組みが，生徒の家庭学習を含む
学習サイクルに影響を与え，学力向上に寄与している可能性を示唆している．
これらの結果から，高等学校では小中学校に比べ行政や地域が学校教育に関わる度合いも
減少する傾向や．生徒自体の家庭での学習のスタンスもより自律的になり，学習機会の中で
の保護者との関わりも減少する傾向にある中で，提案した学校主体の基礎学力向上や知識の
定着を目指したモデルが有効に機能することが示された．
4.4 入学前教育（メールによる学習支援）
4.4.1 はじめに
多様な大学入試制度が実施されるようになり，必ずしも学力検査によらない入学試験が行
われるようになった．その影響で，理工系大学の入学者が物理を高校時代に履修していな
い，あるいは数学においても微分積分や行列などを学習していないなどといった事例も少な
くない．各高等教育機関でも，入学時でのプレスメントテストの実施，入学後に高校内容を
学習させるリメディアル教育が進んでいる [17]．その教科も多岐にわたり，数学，物理，英
語，日本語教育，情報教育などさまざまである．また，AO・推薦入試で合格した学生には，
合格後入学前までの間に入学前教育としてこれらの科目の学習を課す大学も増えてきている
[18]．さらに，入学前教育のように遠隔型で学習を進める手法に有効な eラーニングを活用
する大学もある [19]．千歳科学技術大学においても 2002年度より推薦・AO入試合格者に
対して，eラーニングを活用した入学前教育を実施している．
入学前教育を行う目的の一つは，高校時代の未履修分野や苦手分野の対策を図り，入学後
最低限必要な高校履修内容に関する基礎学力を定着させることにある．もう一つの目的は，
合格から入学までの間，生徒に継続的に学習をさせることである．12月から 3月の期間に
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は，高校側が一般入試の生徒への学習指導に重心を置くため，AO・推薦入試合格者は自律的
な学習を求められ，結果こうした学習者自身の学習の継続性が失われる傾向にある．このよ
うな背景に対し，eラーニングによる学習の継続性の効果について研究が行われている．川
西ほか（2006）[20]によれば，入学前教育時の eラーニング利用を通じて学習時間が多かっ
た学習者は，入学後にも関連する eラーニング教材を継続利用することで，該当科目の成績
が良い傾向にあることが示されている．
一方，入学前教育にかかわらず eラーニングを利用した遠隔教育では，学習に前向きな学
習者以外の学習者のモチベーションが徐々に低下していくことが先の川西ほか（2006）[20]
でも示されている．eラーニング利用型の入学前教育においては，入学予定者に提示された
課題に対し，学習習慣を維持しながら学習を行うことが特に重要となる．川西ほか（2008）
[21]によれば，期限を区切った課題の提示，学習支援メールの送信を組み合わせた学習支援
を入学予定者に行うことで，取り組み状況が 4割近く上昇したという報告もされている．し
かし，多くの入学予定者に対して，大学の教員がつぶさに学習状況を確認し，メールによる
学習支援を個別に行うにはかなりの労力を要する．
そこで本論文ではまず，川西ほか [20]の先行研究を踏まえ，教員の負担軽減を意識した
サービスを前提にした上で，eラーニングによるAO・推薦入試合格者を対象とした入学前
教育での継続性を図るための学習支援の方法の検討を行う．具体的には入学前の学習期間で
の対面（ガイダンス）や遠隔（メール）を組み合わせた学習支援の方法（以後学習シナリオ
と呼ぶ）を提案し， 2007，2008，2009年度の取組状況の比較を通じて検証を行う．さらに，
2010年度については，提案した学習シナリオの継続的な評価を行いながら，学習レポート
の配布といった新たな学習支援の事例について報告する．
4.4.2 活用形態
先行研究 [21]の学習シナリオではまず，課題をまとめて提示するのではなく，期限を区
切って提示し，さらに教員が LMSを通じて，図 4.13に示すような学習者の取り組み状況を
確認しながら，手動で学習支援メールを送信するものであった．
この学習シナリオを適用することで取り組み状況が約 4割向上するという効果が報告され
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図 4.13: 学習者の取り組み状況（取り組み時間）
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ている．しかし，この学習シナリオでは，定期的に入学前教育受講者すべての取り組み状況
を確認しながら個別にメールを送信するものであり，教員の負担が大きくなってしまう．そ
こで本研究では，この先行研究の学習シナリオを踏まえ，手動で送信していたメールの自動
化を図ることとした．さらに，入学前教育開始直後の学習意欲を高めるためにガイダンスを
行うこととした．
4.4.3 利用実践
入学前教育概要
千歳科学技術大学では 2002年度より，AO・推薦入試合格者に対し，eラーニングを活用
した入学前教育を行っている．しかし，家庭のPC・インターネット普及率の観点からすべて
の学生に eラーニングを活用した入学前教育を行うことは困難であった．そこで eラーニン
グの利用は選択制とし，eラーニングを利用できない学生には紙ベースの演習問題を郵送し
ていた．2002年度の eラーニング利用希望者は 20％程度であったが，家庭のPC・インター
ネット普及率が高まるにつれて利用希望者は多くなり，2008年度からは全AO・推薦入試合
格者に eラーニングを利用した入学前教育を行わせることとなった．また，インターネット
接続環境がない受講者に対しては，高等学校に協力をお願いし，PC教室の開放等を行って
もらった．入学前教育受講者数を表 4.4に示す．また，各年度の学習シナリオを下記に示す．
表 4.4: 入学前教育受講者数
年度 全入学者数 AO・推薦入試合格者数 入学前教育受講者数（eラーニング）
2006年度 178 115 52
2007年度 179 98 53
2008年度 193 100 100
2009年度 296 107 107
2010年度 235 63 63
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2007，2008，2009年度
2007，2008，2009年度の入学前教育学習シナリオの比較を表 4.5に示す．また，各グルー
プの詳細を表 4.6に示す．
表 4.5: 2007，2008，2009年度の学習シナリオの比較
実施年度 グループ ガイダンス コース機能 学習サポートメール
2007年度 A なし あり 教員の手動メール
2008年度 B なし あり なし
2009年度
C あり あり あり（自動）
D あり なし あり（自動）
表 4.6: 2007，2008，2009年度のグループ詳細
グループ コース期間 課題 課題回数 受講者数
A 2007.12.22 ～ 2008.03.04
英語・数学・物理
5 53
B 2008.12.01 ～ 2009.02.28 5 22
C
2009.12.01 ～ 2010.03.25
7 54
D 1 53
2009年度の入学前教育では，先行研究の学習シナリオを踏まえて，システムが自動で学
習支援メールを作成し配信する試みを行った．さらに，課題を 2週間毎に区切ったコース機
能を利用するグループ Cとすべての課題を同時に出すグループDに分け，コース機能によ
る学習意欲の継続性に関する調査を行なった．
2010年度
2010年度については，提案した学習シナリオの継続的な評価を行いながら，学習レポー
トの配布といった新たな学習支援を行った．学習シナリオの比較を表 4.7に示す．また，各
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グループの詳細を表 4.8に示す．学習支援メールと学習支援レポートを併用することで，さ
らなる学習意欲の維持，向上を目指した試みを行った．学習者に対して，学習支援メールと
学習レポートを併用するグループ Eと学習支援メールのみのグループ Fの 2つに分け，取
り組み率にどのような影響が現れるか検証した．
表 4.7: 2010年度の学習シナリオの比較
実施年度 グループ ガイダンス コース機能 学習サポートメール 学習レポート
2010年度
E
あり あり あり（自動）
あり
F なし
表 4.8: 2010年度のグループ詳細
グループ コース期間 課題 課題回数 受講者数
E
2010.11.23 ～ 2011.03.20 英語・数学・物理 7
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4.4.4 評価
2007，2008，2009年度
2007，2008，2009年度の取り組み率の推移を図 4.14に示す．ここでいう取り組み率とは，
期間中に一度でも取り組んだ学生の割合である．
本研究で提案した学習シナリオを適用した 2009年度のグループCの取り組み率の推移は，
開始直後が約 80%で最も高く，その後，徐々に下がっていく傾向にある．また，教員が手動
で学習支援メールを送信した 2007 年度のグループAでは，第 6週目まで上昇していること
がわかる．これら二つのグループの比較から，システムが自動的に生成するメールではある
程度の学習意欲の維持にはつながるものの，徐々に学習者がメールに慣れてしまうなどして，
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図 4.14: 2007，2008，2009年度の取り組み率の推移
効果が薄れていくと考えられる．しかし 2009年度の学習シナリオでは，ガイダンスを実施
し入学前教育開始直後の学習意欲を高めることで最終的には 2007 年度のグループAとほぼ
同じ 60％程度の取り組み率を維持させることができた．2009年度のグループDは，グルー
プ Cと同様にガイダンスを行ったが，開始直後の取り組み状況が 50%程度しかない．これ
は，ガイダンスを行ってもすべての課題の最終期限が翌年の 3月 25日であり学習意欲が出
ない傾向にあることがわかる．これらの比較検証から，本研究で提案した学習シナリオの有
効性について確認できた．すなわち本研究の提案手法により，教員が手動でメールを送信し
た場合と同等の取り組み状況を確保しながら教員の負担の軽減を図れることが期待される．
2009年度については学習支援メールに関するアンケート調査を行った．全受講者数 107名
のうち 45名から回答があった．質問項目の一部とアンケート結果を図 4.15に示す．学習支
援メールによってやる気が出たかという問いでは約 6割の学生がやる気になったと答えた．
しかし，4割の学生がかわらないと答えており，取り組み率においても，4割の学生が最終
的にドロップアウトしている点からも，これらの学生の学習意欲を向上させるための新たな
仕組みを考える必要がある．さらに，メール本文の長さも 4割の学生が長いと答えており，
メールの内容の精査も必要である．
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図 4.15: 2009年度の学習支援メールアンケート結果
2010年度
2010年度の取り組み率の推移を図 4に示す．本研究で提案した学習シナリオを適用した
2010年度のグループ Fでは，2009年度の結果と同様に，開始直後の取り組み率が特に高く
なっており，その後徐々に下がっていく傾向が見られた．しかし，平均して約 60%以上の取
り組み率を維持している．複数年次に渡る検証から，期限を区切った課題，学習支援メール，
ガイダンスの実施を行う学習シナリオは，おおむね学習者の学習意欲を維持させることがで
きており，さらなる有効性および妥当性が認められたと考えている．
2010年度の入学前教育では，これまで提案してきた学習シナリオに加えて，学習レポー
トの配布という新しい学習支援の方法についても検討を行った．2010年度のグループ Eは
学習レポートの配布を行ったグループである．グループ Eの取り組み率の推移は，学習レ
ポートの配布を行わなかったグループFと比較してあまり大きな差は見られなかった．そこ
で，学習レポートについてアンケート調査を行った．アンケート調査結果を図 4.17および
図 4.18に示す．アンケート調査の結果では，90%の学生が学習レポートは学習意欲の向上に
繋がると答えている．さらに，90%の学生が今後も学習レポートを配布して欲しいと答えて
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図 4.16: 2010年度の取り組み率の推移
いる．しかし，取り組み率の推移からは 2つのグループの間にあまり差はみられなかった．
今回，学習レポートは課題の期間が終わるごとに配布しており，メールの場合と同様に徐々
に効果が薄れていることも考えられる．このことから，学習レポートは配布するタイミング
を工夫し，特に学習支援メールにより保たれていた学習意欲がなくなり，取り組み率が低下
する後半に配布することで，学習意欲の維持・向上を図れる可能性があると考えている．
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図 4.17: 学習レポートは学習意欲の向上に繋がるか
図 4.18: 今後も学習レポートを配布して欲しいか
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入に関する課題の整理と提言
初等中等教育における eラーニングの導入に関する課題の検討として山田らの報告 [22]が
ある．この報告では初等中等教育機関でのヒアリング結果をもとに，我が国の社会的背景も
網羅した観点で，eラーニング導入上の障害につながる項目を五つの課題（法律的課題，経
済的課題，人的課題，環境的課題，教育的課題）にまとめている．
これに対し本研究では，大学が中心となり地域の初等中等教育機関と連携した上での e
ラーニングシステムおよびコンテンツの運用方策に絞った観点で検討する．こうした観点で
の検討を行うため，山田らの課題の中で特に eラーニングシステムとコンテンツの運用方策
に作用する経済的・人的・教育的課題に着目した新たな三つの課題：1.システムの運用と保
守に関わる課題 2.コンテンツ作成と運用に関わる課題 3.利用者支援と活用方法に関わる課
題 について検証する．このうち 1，2は山田らの経済的・人的課題，3は教育的課題と関連
する．
次節より，上記 1～3の課題について，千歳科学技術大学が拠点となって行った地域連携
型の取り組みを検証し，課題の解決にむけた特徴的な事項を抽出する．また，検証を行う上
で，高大連携締結校 50校に対し，利用状況と高大連携事業に関するアンケート調査を行っ
た．なお，アンケート項目ごとに適宜自由記述欄を設けた．有効回答数は 32校であった．回
答結果を図 5.1，5.2および，表 5.1-5.6に示す．
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図 5.1: 理数系分野の授業で利用する上で，コンテンツの量や質は十分か
図 5.2: 理数系分野の授業で利用する上で，コンテンツの配置や分け方は探しやすいものに
なっているか
39
第 5 章 初等中等教育における eラーニング導入に関する課題の整理と提言
表 5.1: 1年の中で教員や生徒のユーザの作成作業にかかるおおよその時間について
回答 件数 割合
1 1時間未満 8 25%
2 1時間程度 12 38%
3 2時間程度 6 19%
4 5時間程度 1 3%
5 無回答 1 3%
6 大学に作業を依頼 4 13%
表 5.2: CIST-Solomonを導入している理由について
選択肢 件数 割合
1 授業で利用できるコンテンツが体系的にそろっているから 15 47%
2 各校が自由に生徒や利用者のユーザを作成・管理できるから 13 41%
3 教員が生徒の取り組み内容をすぐに確認できるから 12 38%
4 利用にむけた講習会や定期的な研究会が開催されるから 11 34%
5 インターネット経由で利用でき機器などの準備が不要だから 16 50%
6 インターネット経由で，生徒に自宅学習をさせることができるから 24 75%
7 無料だから 22 69%
表 5.3: CIST-Solomonの導入や利用の中で，高大連携研究会がどのように役に立っているか
選択肢 件数 割合
1 校内での CIST-Solomonの利用計画の確認や周知 14 44%
2 他校での利用事例の収集 27 84%
3 CIST-Solomonの新機能や利用方法の確認 22 69%
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表 5.4: 教育現場にCIST-Solomonを導入する上で，講習会や研究会は必ずあった方がよいか
選択肢 件数 割合
1 教員向け利用講習会 29 91%
2 生徒向け利用講習会 16 50%
3 高大連携研究会 21 66%
表 5.5: CIST-Solomonの利用方法について
選択肢 件数 割合
1 日頃の授業の中での補助教材として利用している 13 41%
2 日頃の授業の宿題用として利用している 1 3%
3 夏休みや冬休みといった長期休業中の宿題用として利用している 4 13%
4 生徒が好きなときに自由に勉強できる教材として利用している 26 81%
表 5.6: コース機能の利用について
選択肢 件数 割合
1 利用している 7 22%
2 利用していない 25 78%
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5.1 初等中等教育における eラーニング導入に関する課題
5.1.1 システムの運用と保守に関わる課題
一般的に初等中等教育機関が独自に eラーニングシステムを導入することには，特にシス
テムの運用・保守の面で教員による対応が技術的に難しいといった人的課題や，かかる費用
を十分に準備することも難しいといった経済的課題もある．そこで本節では，本研究の事例
からみえる，システムの運用と保守にみる人的課題や経済的課題について整理を行う．
本研究の事例では，システム導入に際しては，2.1節に記載したとおり，大学側のシステ
ム管理者が学校ごとの管理権限ユーザを一つ作成して学校に配布し，各学校の担当教員は，
これを用いてユーザの作成，グループ（クラス）の作成を行う流れとなる．また，その後の
ユーザ管理および成績管理も学校ごとに行える仕様となっている．コンテンツについても，
初等中等教育全般の内容を現場の教員と協力して整備・運用することで，大学側が一元的に
管理・保守する仕組みとなっている．
平成 26年段階で，学校ごとの管理者権限を持つ 47校のうち，実際に生徒用のユーザを
作成して運用できている学校は 27校あり，上記の方法が多くの初等中等教育機関で活用さ
れていることが分かる．初等中等教育機関では，新入生の対応として年度始めに多くの新規
ユーザを作成する必要がある．ユーザの作成数については，それぞれの機関の規模による
が，北海道の高等学校では，約 300人程度である．3.1節に示した Excelファイルを利用し
たユーザ作成方法では，一度に 500ユーザまで作成することができるため，多くの教育機関
が一度の作業でユーザ作成が完了していると考えられる．そして表 5.1より，利用機関の多
くが，短時間でユーザ管理を行え，大学側にサポートを要請している機関は少数である状況
も分かる．さらに表 5.2からも eラーニングを活用する利便性として自前でのユーザ管理を
挙げる教員も多い．
このような結果が出た理由としては，ユーザ作成を利用機関に任せる仕組みだけではな
く，それを実現するユーザ管理機能の簡便化の工夫，システム利用マニュアルの充実のほか，
教員向け利用講習会での利用方法のレクチャーの実施などが寄与している可能性が考えられ
る．以上のことから，初等中等教育機関の負担を軽減することができ，利用機関が独自に
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ユーザの管理を行うことが十分可能となることが分かる．
一方で，継続的な運用の観点では，大学側のシステムの管理（サーバ自体の稼働管理と
コンテンツの保守）に人的・経済的負担がかかることになる．サーバの稼働は，バージョン
アップなどのシステム更新以外に操作や停止作業を行う事は少ないため，人的負担は大きな
問題にはならない．一方コンテンツの保守は，適宜教員からの更新依頼を受けることもあり，
継続的な負担が生じる．さらに初等中等の教育課程の変更に伴い，図 3.3に示すコンテンツ
ツリー構造を変更することもある．こうしたコンテンツ更新に関する保守負担が最も大きい
ことになる．こうしたコンテンツ保守にも関わる課題については，次節で述べる．
5.1.2 コンテンツ作成と運用に関わる課題
初等中等教育機関が eラーニングを利活用するためには，質の良いコンテンツや，各学校
の授業レベルに合わせた独自のコンテンツの整備も必要である．しかしながら 4.1節で述べ
たとおり，コンテンツの整備や保守には教育機関の現場教員も含めたコンテンツ作成体制の
面での人的・経済的負担が大きくなる．そこで本節では，本研究の事例からみえる，コンテ
ンツ作成と運用にみる人的課題や経済的課題について整理を行う．
3.2.2項に記載したとおり，本研究の事例では，大学側は学生によるコンテンツ整備を基
本とするため，作成の費用負担は民間への委託と比べると大幅に軽減される．しかし，あく
までも学生プロジェクトを軸としているため，コンテンツツリー構造に沿った質の高いコン
テンツ整備の観点では不十分である．
そこで，本研究の事例では，学生プロジェクトとは別に，コンテンツの完成度の向上やコ
ンテンツツリー構造の維持を図るため，学生プロジェクト経験者を中心に大学が学生を雇用
して，コンテンツの整備にあたっている．平成 25年度は，学部生 51名，大学院生 8名の計
59名の学生が従事し，教科書コンテンツと演習コンテンツそれぞれのコンテンツの作成・改
訂数は，教科書コンテンツ作成数 549，教科書コンテンツ改訂数 113，演習コンテンツ作成
数 933，演習コンテンツ改訂数 1539であった．
コンテンツの原稿の作成や知識体系の整備（図 3.3に示したコンテンツツリー構造へのコ
ンテンツの対置指示）は，すべて地域の教員の連携で分担して行われている．平成 25年度
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は，計 16名（大学教員 12名，高校教諭 3名，外部講師 1名）の教員で対応をした．図 3.4に
示した原稿のフォーマット化により，1コンテンツで表現できる情報の量を制限することが
でき，複数の教員で分担してもコンテンツ内容の知識粒度をある程度揃えられるような工夫
をしている．なお，情報の量によって制御できない細かな知識の粒度については，コンテン
ツ原稿の作成者および知識体系の整備に関わる教員によって調整が行われる．また，図 3.3
に示したコンテンツツリー構造が初等中等教育での知識体系を反映していることから，各教
員はこれをコンテンツマップとして共有し，不足するコンテンツを確認しながら原稿整備に
あたることもできる．
この結果，2014年度現在は，高校数学，物理，化学，生物においてはコンテンツツリー
構造におけるほぼ全ての単元にコンテンツが存在しており，表 3.1に示した教科および学年
の学習指導要領を網羅できていると考える．また，所属する教育機関のレベルに合わせるた
め，それぞれの教育機関で異なった難易度のコンテンツが必要となる場合もある．こうした
難度の異なるコンテンツも積極的に整備して共有していくことは，大学側も含めたより多く
の教育機関での利用を可能とするメリットにもなりうる．CIST-Solomonでは，このような
難易度の異なるコンテンツについて，節名に難易度がわかるような単語（応用，など）を明
記し，通常の難易度のコンテンツと区別して表示している．
図 5.1に示すコンテンツ（理科・数学）に関するアンケートからは概ねコンテンツの質・
量ともに好意的な意見が寄せられている．この結果は，複数のレベルの教育機関からの意見
であり，異なる難易度のコンテンツの整備についても効果が出ていると考えられる．しかし，
質・量ともに一定割合の教育機関が十分ではないと回答しており，今後も継続してコンテン
ツを整備していく必要があると考えられる．また表 5.2で示すように，授業で活用する教員
が体系的にコンテンツの整備を図れていることを感じている教員も多い．
体系的にコンテンツの整備が図れていることの一つの例として，高等学校での不登校生徒
と長期入院生徒への対応に利用されたことがあげられる [23]．該当の高等学校では，シラバ
スと照らし合わせた上で学習教材として適切と判断され，実際に 2名の生徒が eラーニング
コンテンツを利用した学習で単位を取得し，卒業を認定されている．このことからも，学習
指導要領に沿って体系的にコンテンツを整備できていることがわかる．以上の結果から，一
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連の体制を通じた初等中等の体系的なコンテンツ整備の妥当性が伺える．
5.1.3 利用者支援と活用方法に関わる課題
2章で述べたように，初等中等教育機関においては，eラーニングの導入や活用に関する
一般的な認知が十分ではなく，試行的な事例も少数である．初等中等教育での eラーニング
の利活用を行うためには，利活用事例の共有や授業への導入方法の提供といった教育的課題
を解決していく必要もある．そこで本節では，本研究の事例からみえる，利用者支援と活用
方法に関わる課題の整理を行う．
利用者支援
3.3節で記載したように，本研究の事例における地域連携の取り組みでは，eラーニングシ
ステムの活用にむけた支援を生徒及び教員向けに行っている．これは，それぞれの教育機関
からの要望に応じて，教員は学校単位，生徒や児童はクラス単位で講習会を行っている．こ
こで，高大連携事業を対象とした，生徒支援，教員支援，日頃の教育方法の共有（研究会）
のニーズ調査結果を表 5.4に示す．多くの学校が，教員に対する ICT活用のリテラシー向上
のための取り組みの必要性があると考えていることが分かる．また研究会のニーズも高く，
その理由として表 5.3に示すように他の教育機関での利用事例の共有が挙げられる．
本研究対象の事例では，同一システム上にすべての学校が参加し，同一のコンテンツツ
リー構造を参照しながらコンテンツ群の活用が可能である．このため，利用実践事例の共有
は，コンテンツツリー構造をベースとした相互の教育方法の直接的な比較参照も可能で，こ
の点でも上記の利用支援は有用な方策と期待される．なお，本研究対象事例では，高校だけ
では無く地域の教育委員会経由での小・中学校の支援も対象としている．北海道のような広
域分散型の地域構造の場合，高校が各地域の教育拠点になることも多い．そこで，本事例に
おいては，大学から連携する高校に教育方法の共有が図られ，その高校を拠点に地域の小・
中学校への共有を図る取り組みも試行され始めている [3]．
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活用方法
本研究の事例における学校ごとの活用方法について調査した．結果を表 5.5に示す．表 5.5
より分かるように，授業内で活用することは多いが，宿題などで反復的に活用させる事例は
少ないことが分かる．この理由を聞き取り調査した結果，一般的に宿題を課す場合，教材と
期間を指定する必要が出てくるが，それらを指定するためにはコース機能を利用しなければ
ならず，この機能を利用するための知識や経験が足りていないという声が多くあった．また，
校務負担の面からコースを整備するような時間を確保できないといった声があった．その結
果，授業外での利用については，生徒の自主性に任せる利用方法が多くなる傾向にある．
高大連携校の生徒を対象に，平成 25年度中の利用状況の多い節を調査し，表 5.7に示す．
節とは図 3.3のコンテンツツリー構造の知識名称で，この中に概ね 10問から 20問程度の演
習コンテンツ（1問は図 3.2に示すような粒度）が用意されている．なお，表中の数値は進
捗率が更新された回数を表す．進捗率とは節に含まれる演習問題全てを正解の状態にするこ
とで 100となる指標であり，解答の送信やヒントの閲覧によって変動する値である．
表 5.7より，高校 1年の節が上位を占めている．さらに，高校 1年の一つ下位の節である
方程式と不等式という節が上位に多くみられた．これは図 3.3から分かるように，高校 1年
の初めの節であり，学習者がコンテンツツリー構造の影響を強く受けていることを示唆して
いる．なお，このような傾向は標準数学のみならず他の分野でも顕著であった．また，調査
対象が高校の生徒であるにもかかわらず，全体的に小・中学校の範囲を学んでいる学生も多
くみられ，主に既習知識の復習での活用が多いことが分かる．
次に，教員の学習内容の提示方法について調査をする．CIST-Solomonでは，主に二つの
学習パスを選択できる．一つは，図 3.3に示すコンテンツツリー構造から学習したい節を選
択する方法である．もう一つは，教員の管理画面上でコンテンツツリー構造から学習させた
い節をコースとして期限を設定して提示する方法である．表 5.6に示した高校の教員に対す
るアンケート結果によると，コース提示をするよりも，体系的なコンテンツツリー構造の中
から学習者に自由に選択させる傾向が強いことが分かる．この結果は，表 5.5に示した結果
とも整合性の取れるものとなっている．
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表 5.7: 利用の多かった節一覧
節名 数値
標準数学/高校 1年/方程式と不等式/平方根の計算 8296
標準数学/高校 1年/2次関数/2次関数の基本 7713
標準数学/高校 1年/場合の数/順列 7433
標準数学/高校 1年/方程式と不等式/整式の性質 7355
標準数学/高校 1年/確率/確率 5453
標準数学/高校 1年/方程式と不等式/1次不等式 5264
算数/6年生 (下)/分数/分数のかけ算 4625
標準数学/高校 1年/場合の数/組合せ 4477
標準数学/高校 1年/方程式と不等式/展開公式 4282
標準数学/高校 1年/方程式と不等式/実数と絶対値 3886
標準数学/中学校 2年/式の計算/多項式の加減 3371
算数/4年生 (上) /小数/小数のたし算・ひき算 3104
標準数学/高校 1年/方程式と不等式/因数分解 2777
算数/5年生 (上)/小数の計算の仕方を考えよう/小数のわり算 2556
算数/5年生 (上)/さらに小数の計算の仕方を考えよう/小数でわる計算 2534
算数/6年生 (下)/分数/分数のわり算 2461
算数/4 年生 (上) /面積/大きな面積 2428
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5.2 初等中等教育における eラーニング運用方策に関する提言
一連の検証結果を踏まえ，初等中等教育機関で利活用を想定した eラーニングの運用方策
について，システム，コンテンツ，およびサービスの点での提言を試みる．
5.2.1 システムの運用と保守に関わる提言
地域の拠点としての大学と地域の初等中等教育機関とが連携して管理を可能とするシステ
ムの運用を方策として提言する．研究対象の事例からは，初等中等教育機関でもユーザ管理
は十分行える知見が得られた．そこで，上位権限を持つ大学がASP型やクラウドを用いた
SaaS型などのシステム運用とコンテンツ管理を行い，各学校が所属する学校のユーザ管理
と学校ごとに必要なコンテンツ選択を行うという分散型の管理システムの運用が有用と考え
る．本実践で得られたシステム運用に関する知見，特にサーバ運用やシステム管理に関して
は，大学の技術職員が通常業務と並行して行えていること，また，経費については，地域貢
献事業と合わせて予算化するなどの工夫でまかなえている点等を踏まえることで他の地域に
おいても導入の敷居が下がると考えられる．
5.2.2 コンテンツ作成と運用に関わる提言
地域の各教育機関の教員が相互に分担し整備を行うコンテンツの作成および運用方法を提
言する．著作権の対応をした上で，地域の教育機関の教員が分担して原稿を作成し，大学で
コンテンツ整備を行う枠組みを前提とする．こうした取り組みを着実に実現するためには，
教授する知識レベルを踏まえたコンテンツのフォーマットを定め，かつ作成するコンテンツ
群を格納する知識フレームを体系的に用意する必要がある．
研究対象の事例では，大学と地域の連携のもと，共通の知識フレームとしてのコンテンツ
ツリー構造を参照し，不足するコンテンツを確認しながらコンテンツの開発を行い，さらに
は，それらの開発されたコンテンツをコンテンツツリー構造上で共有することで，量の面で
十分なコンテンツの整備を実現することができている．また，コンテンツの完成度の向上や
コンテンツツリー構造の維持を図るため，学生プロジェクト経験者を中心に大学が学生を雇
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用して，コンテンツの整備にあたっており，質の面でもコストを抑えながら十分なコンテン
ツ整備を実現することができている．なお，本実践で開発したコンテンツおよびコンテンツ
ツリー構造は，他の地域への提供・共有も可能である．このこと踏まえると大幅にコストを
削減できることから，容易に他の地域での導入の敷居が下がると考えられる．コンテンツ開
発体制についても，学生プロジェクトの管理方法，特に学生の在学年数を考慮した，コンテ
ンツ開発に関わる知識の継承方法等のノウハウを提供することで，同様の開発体制を他の地
域でも構築できる可能性がある．
5.2.3 利用者支援と活用方法に関わる提言
eラーニングシステムの活用を支援するための地域連携の仕組み（サービス）の構築を提
言する．本事例では，地域の拠点となる大学が，連携先の高校の生徒や教員に対するシステ
ム利用講習会および教育方法の共有のための研究会を実施することの有用性を示した．特に
実施した研究会においては，先導的教育情報化推進プログラム報告書関連資料 [23]に示すよ
うな多くの事例が紹介され，参加した教育機関はコンテンツ作成に関する事をはじめ，授業
内での活用方法，授業時間外での活用方法など幅広い情報の共有が図られた．また，利用の
活発な教育機関からは，eラーニングの活用効果について定期考査の結果から定量的な検証
を行った事例の紹介もあった．
これらの事例は，今後 eラーニング活用を考えている教育機関にとっては大変有益な情報
であるにもかかわらず，個別の取り組みの場合，情報共有先が限られてしまう場合が多い．
しかし，本実践のように地域連携の仕組みを活用することで，有益な情報が幅広く共有され
ることから，提言する地域連携の仕組みには高い有用性があると考えられる．さらには，こ
のような支援体制を構築することで，大学から連携する高校に教育方法の共有が図られ，そ
の高校を拠点に地域の小・中学校への共有にもつながる可能性がある．
このような地域連携の仕組みを実現するためには，単に講習会や研究会を実施するだけで
はなく，本実践でも示した高大連携協定のような枠組みを利用することが重要である．高大
連携協定を締結する際のノウハウ，特に年度毎に計画書を提出してもらうことや，利用事例
の報告を行ってもらうなどの利用者意識を高めるための工夫を踏まえることで，他の地域で
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同様の仕組みを構築することが可能だと考える．
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本取り組みでは，小中高の理数系教育内容を体系的に網羅する eラーニングをベースとし
て，基礎学力の向上，学習習慣の定着を目指した初等中等教育での eラーニング活用モデル
の提案を行った，提案したモデルに対し利用時間や学力の調査に基づいた定量的な評価を
行った．義務教育では学校・家庭・行政が三位一体となったサービスを提供することで学習
習慣の定着に寄与することが示された．一方高等学校では，家庭や行政との連携まで踏み込
まずとも，学校が主体となって eラーニングを活用することで，家庭での学習や学力向上に
つながることが確認できた．本取り組みでは，教材の内容は小中学校及び高等学校で異な
るが，同一の eラーニングシステムを利用した．本取り組みの結果より同一の eラーニング
環境であっても，学習者の教育課程の違いに応じて，学習効果を高めるための活用方法は異
なる可能性を示している．こうした違いは，学習者の学びに対する自律性と深く関わってい
る．自律性がそれほど高くない小中学生では，学習の動機付けのみならず，継続性も含め，
学校・家庭・地域の連携が重要となる．従って，eラーニングについても，学習内容や進捗
状況を関係者で共有し，学習者に興味関心を継続させるための道具として活用することが有
効と考えられる．一方，学年が上がるにつれ，学習の自律性も高くなることから，eラーニ
ングが有効に機能する別の側面も見えてくる．対面授業を基軸として補完的に eラーニング
を活用するブレンディッドな利用は，大学教育では一般的となりつつある．本研究で得られ
た高等学校に結果より，高等学校でも大学同様のブレンディッドな活用方法で，十分学習効
果を上げられることが示された．
また，AO・推薦入試合格者に対し，eラーニングを利用した入学前教育を行っている．入
学前教育を行う時点の学生の時期的な背景から，教員の負担軽減を図りつつも，継続した学
習を行わせるための工夫が必要である．そこで本研究では，入学前の学習期間での対面（ガ
イダンス）や遠隔（メール）を組み合わせた学習支援の方法（学習シナリオ）を提案した．
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さらに，これまで継続的に行ってきた入学前教育における取り組み率の比較検証を通じて，
本研究で提案した，学習シナリオの有効性について確認できた．具体的に，対面でのガイダ
ンスを行うことで，入学前教育開始直後の学習意欲を向上させ，期限を区切った課題と学習
支援メールを組み合わせることで，ある程度の学習量を担保しつつ，継続性のある学習を促
すことができた．2010年度の入学前教育では，新たな学習支援の方法として学習レポート
生成機能を開発し，検証を行った．本検証の結果では，学習意欲の維持・向上という点では
実質的な効果は示されなかった．しかし，アンケート調査では学習意欲の維持・向上に繋が
るとの回答が 90％あり，配布のタイミングを工夫することで効果的に活用できる可能性は
十分にあると考えられる．
さらに，初等中等教育機関が eラーニングを導入する際の課題の整理を行い，整理した課
題を解決するための特徴的な事項を抽出した上で，千歳科学技術大学の取り組みの検証を
行った．その上で，10年間にわたる千歳科学技術大学を中心とした地域連携型の運用事例
を通じて，初等中等教育での利活用を想定した持続可能な eラーニング運用方法の一提言を
行った．
本研究はベースのシステムとして，CIST-Solomonを利用したが，表 5.2から読み取る
ことができるニーズを考えると，特に CIST-Solomonの特別な機能に依存したものはなく，
Moodle等の一般的な LMSでも実践は可能である．ただし，Moodleの場合は学校毎のユー
ザ管理機能を備えたASP型のシステムとはなっていないため，システム構築方法について
は工夫が必要である [24]．
システム構築方法を工夫し分散型のユーザ管理を実現すること，かつ，コンテンツについ
ては CIST-Solomonで保有している SCORMコンテンツを流用することにより，他の地域
でも同様の環境を構築できる可能性がある．このことから，本研究で提言した eラーニング
運用方法を他の地域でも実践することが可能であると考える．
また，初等中等教育と連携した eラーニングの利用では，主体的に学習を促す流れが基本
となることがわかり，体系的なコンテンツの中から学習者がコンテンツを選択して学習する
スタイルとなる．このことから，学習者自らが，コンテンツを選びコースを登録し，自らが
計画を立てて学習し，その進捗を学習者自身で振り返ることのできるポートフォリオ型の機
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能の有用性が示唆されるが，これらの機能の実装と検証は今後の課題である．
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